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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結累計期

間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。 

３  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

２ 【事業の内容】 

第１四半期連結会計期間において、当社はオサ機械株式会社の発行済株式の全株式を取得し子会社化いたしまし

た。また、第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことに伴い蘇州日技通用包装机械有限公司(自動包装機械・

荷造用機械及び周辺装置の製造・販売・輸出入)を連結の範囲に含めております。 

この結果、平成29年４月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社２社及びその他の関係会社１社で構成

されることとなりました。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４  経理の状況  

１  四半期連結財務諸表  注記事項（セグメント情報等）  セグメント情報」の「３. 報告セグメントの変更等に関

する事項」をご参照ください。 

  

回次 
第56期 

第３四半期 
連結累計期間 

会計期間 
自  平成28年８月１日 
至  平成29年４月30日 

売上高 (千円) 5,208,661 

経常利益 (千円) 243,238 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

(千円) 149,911 

四半期包括利益 (千円) 158,841 

純資産額 (千円) 3,349,675 

総資産額 (千円) 6,993,625 

１株当たり四半期 
純利益金額 

(円) 84.35 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
純利益金額 

(円) ― 

自己資本比率 (％) 47.9 
 

回次 
第56期 

第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成29年２月１日 
至  平成29年４月30日 

１株当たり四半期 
純利益金額 

(円) 17.59 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当社は、第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っ

ておりません。 

  
（１）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費に持ち直しの動きがみられ、雇用・所得環境におい

ては改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

このような状況のなか、当社グループは海外事業の強化、ソリューションビジネスの拡大に取り組んでまいりま

した。 

当第３四半期連結累計期間における売上高は5,208百万円、営業利益は240百万円、経常利益は243百万円、親会社

株主に帰属する四半期純利益は149百万円となりました。 

  
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを従来の単一セグメントか

ら、「包装機械」と「生産機械」の２つのセグメントに変更しております。 

①包装機械事業 

主力の給袋自動包装機を中心に売上高は4,431百万円、営業利益は310百万円となりました。 

②生産機械事業 

大型のプラント案件を中心に売上高は777百万円、営業利益は6百万円となりました。 
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（２）財政状態の分析 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は6,993百万円となりました。主な内訳は、売上債権及びファクタ

リング方式により譲渡した売上債権の未収額の合計額が1,736百万円、現金及び預金が1,381百万円、棚卸資産が

1,049百万円、のれんが705百万円であります。 

（負債） 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は3,643百万円となりました。主な内訳は、支払手形及び買掛金が

1,388百万円、長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む）が887百万円であります。 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、3,349百万円となりました。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は157百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 5,600,000 

計 5,600,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成29年４月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成29年６月13日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,798,800 1,798,800 

東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 
名古屋証券取引所 
（市場第二部） 

単元株式数は100株であ
ります。 

計 1,798,800 1,798,800 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

 平成29年２月１日～ 
 平成29年４月30日 

― 1,798,800 ― 251,577 ― 282,269 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年１月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

平成29年４月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成29年４月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 21,400
 

― 
単元株式数は100株でありま
す。 

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,776,400
 

17,764 同  上 

単元未満株式 普通株式 1,000
 

― ― 

発行済株式総数 1,798,800 ― ― 

総株主の議決権 ― 17,764 ― 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
ゼネラルパッカー株式会社 

愛知県北名古屋市宇福寺 
神明65番地 

21,400 ― 21,400 1.18 

計 ― 21,400 ― 21,400 1.18 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

なお、当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりませ

ん。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年２月１日から平成

29年４月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年８月１日から平成29年４月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年４月30日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 1,381,398 

    受取手形及び売掛金 ※1  1,533,820 

    仕掛品 670,589 

    原材料及び貯蔵品 379,003 

    未収入金 ※2  208,507 

    その他 114,744 

    流動資産合計 4,288,064 

  固定資産   

    有形固定資産   

      建物及び構築物（純額） 436,901 

      土地 646,125 

      その他（純額） 23,087 

      有形固定資産合計 1,106,114 

    無形固定資産   

      のれん 705,545 

      技術資産 635,904 

      その他 145,160 

      無形固定資産合計 1,486,610 

    投資その他の資産 112,836 

    固定資産合計 2,705,561 

  資産合計 6,993,625 

負債の部   

  流動負債   

    支払手形及び買掛金 ※1  1,388,714 

    1年内返済予定の長期借入金 111,996 

    未払法人税等 99,055 

    賞与引当金 81,582 

    製品保証引当金 16,942 

    その他 728,720 

    流動負債合計 2,427,011 

  固定負債   

    長期借入金 775,173 

    役員退職慰労引当金 74,500 

    退職給付に係る負債 40,129 

    その他 327,135 

    固定負債合計 1,216,938 

  負債合計 3,643,949 
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                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年４月30日) 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 251,577 

    資本剰余金 282,269 

    利益剰余金 2,819,671 

    自己株式 △20,134 

    株主資本合計 3,333,382 

  その他の包括利益累計額   

    その他有価証券評価差額金 18,796 

    為替換算調整勘定 △2,503 

    その他の包括利益累計額合計 16,292 

  純資産合計 3,349,675 

負債純資産合計 6,993,625 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年８月１日 
 至 平成29年４月30日) 

売上高 5,208,661 

売上原価 3,906,129 

売上総利益 1,302,532 

販売費及び一般管理費 1,061,808 

営業利益 240,724 

営業外収益   

  受取利息 143 

  受取配当金 334 

  仕入割引 2,053 

  その他 4,423 

  営業外収益合計 6,954 

営業外費用   

  支払利息 4,230 

  その他 210 

  営業外費用合計 4,440 

経常利益 243,238 

特別利益   

  固定資産売却益 3,785 

  特別利益合計 3,785 

特別損失   

  固定資産売却損 543 

  固定資産除却損 0 

  特別損失合計 543 

税金等調整前四半期純利益 246,480 

法人税、住民税及び事業税 120,538 

法人税等調整額 △23,969 

法人税等合計 96,569 

四半期純利益 149,911 

親会社株主に帰属する四半期純利益 149,911 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年８月１日 
 至 平成29年４月30日) 

四半期純利益 149,911 

その他の包括利益   

  その他有価証券評価差額金 7,187 

  為替換算調整勘定 1,743 

  その他の包括利益合計 8,930 

四半期包括利益 158,841 

（内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 158,841 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

連結の範囲の重要な変更 

第１四半期連結会計期間において、オサ機械株式会社の発行済株式の全株式を取得し、子会社化したため、連結の

範囲に含めております。また、蘇州日技通用包装机械有限公司は重要性が増したことに伴い、第１四半期連結会計期

間より連結の範囲に含めております。 

  

(追加情報) 

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

四半期連結財務諸表は、第１四半期連結会計期間より作成しているため、「四半期連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」を記載しております。 

  

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称     

オサ機械株式会社 

蘇州日技通用包装机械有限公司 

  

２. 連結子会社の決算日に関する事項 

オサ機械株式会社の決算日は３月31日であります。四半期連結財務諸表の作成にあたっては、四半期連結決算

日で実施した仮決算に基づく四半期財務諸表を使用しております。 

蘇州日技通用包装机械有限公司の決算日は12月31日であります。四半期連結財務諸表の作成にあたっては、同

社の３月31日を仮決算日とする四半期財務諸表を使用し、四半期連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 

  

３. 会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法  

② たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

仕掛品 

個別原価法 

原材料 

移動平均法 

貯蔵品 

終仕入原価法 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ８～47年 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

技術資産                20年 

商標権                  20年 

自社利用のソフトウエア 社内利用可能期間（５年） 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末における計上はありません。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき四半期連結会計期間末に見合う金額

を計上しております。 

③ 製品保証引当金 

製品の無償保証期間に係るアフターサービス費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の実績率を基準

とした見積額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく四半期連結会計期間末要支給額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、四半期連結会計期間末退職給付債務を計上しております。なお、退職給付

債務の算定は簡便法によっており、退職給付債務の金額は四半期連結会計期間末自己都合要支給額（中小企業

退職金共済制度により支給される部分を除く）としております。 

   (5) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、四半期連結会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の四半期決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

   (6) のれんの償却方法及び償却期間 

20年の定額法により償却しております。 

(7) その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消貴税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

  ※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

  
  ※２  ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結累計期間(自  平成28年８月１日  至  平成29年４月30日) 

１  配当金支払額 

  

  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年４月30日) 

受取手形 109,276千円 

支払手形 15,856千円 
 

  
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年４月30日) 

未収入金 202,199千円 
 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年８月１日 
至  平成29年４月30日) 

減価償却費 96,214千円 

のれんの償却額 24,329千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年10月25日 
定時株主総会 

普通株式 47,987 27.00 平成28年７月31日 平成28年10月26日 利益剰余金 

平成29年３月３日 
取締役会 

普通株式 35,546 20.00 平成29年１月31日 平成29年４月５日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年８月１日 至 平成29年４月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

        （単位：千円） 

(注) １  セグメント利益の調整額△75,948千円は、企業結合に係る取得関連費用であります。  

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
２．報告セグメントごとの資産に関する情報 

第１四半期連結会計期間において、オサ機械株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めたことに伴い、新た

に報告セグメントに追加された「生産機械」の資産は2,784,673千円であります。 

  
３．報告セグメントの変更等に関する事項 

当社グループは単一セグメントとしておりましたが、オサ機械株式会社を連結子会社化したことに伴い見直し

を行った結果、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを、従来の単一セグメントから「包装機械」と「生

産機械」に区分する変更を行っております。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

２ 【その他】 

第56期(平成28年８月１日から平成29年７月31日まで)中間配当について、平成29年３月３日開催の取締役会におい

て、平成29年１月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

①  配当金の総額                                  35,546千円 

②  １株当たりの金額                                20円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成29年４月５日 

  

 

  
報告セグメント 調整額 

(注)１ 

四半期連結損益
計算書計上額 

(注)２ 包装機械 生産機械 計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,431,192 777,468 5,208,661 ― 5,208,661 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 4,431,192 777,468 5,208,661 ― 5,208,661 

セグメント利益 310,296 6,375 316,672 △75,948 240,724 
 

項目 
当第３四半期連結累計期間
(自  平成28年８月１日 
至  平成29年４月30日) 

  １株当たり四半期純利益金額 84.35円 

    (算定上の基礎)   

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 149,911 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益金額(千円) 

149,911 

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,777,331 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成２９年６月７日

ゼネラルパッカー株式会社 

取締役会  御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼネラルパッカ

ー株式会社の平成２８年８月１日から平成２９年７月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成２９年

２月１日から平成２９年４月３０日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２８年８月１日から平成２９年４月３０日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ゼネラルパッカー株式会社及び連結子会社の平成２９年４月３０

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績の状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ   
 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 
  
公認会計士 

  
 髙    橋    正    伸 

  
㊞ 

  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 
  
公認会計士 

  
 山    田    知    輝 

  
㊞ 

  
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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